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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
符号化された高周波信号の生成のための装置において、
変換器（１０）を有し、該変換器（１０）は圧電素子として構成され、プロセスまたは装
置周辺から得られる非電気的な一次エネルギ（Ｐ）を圧電効果を用いて低周波の電気エネ
ルギに変換し、
低周波の電気エネルギを、高周波信号の形態で高周波の電気エネルギに変換するための、
電気的な非線形特性を備えた半導体構成素子（１１）を有しており、該構成素子は、印加
された電圧に依存して変化する特性を有しており、電圧が変化した場合には電流に変化が
生じ、これらの電圧変化と電流変化の間で非線形の関係が生じており、
伝送すべき識別特性を情報として符号化し高周波の電気エネルギへ付加することによって
、符号化された信号を生成する符号化装置（２３）を有しており、
前記半導体構成素子（１１）と符号化装置（２３）の間に、高周波の電気エネルギから狭
帯域な信号を選択するためのフィルタ（１２）を有しており、該フィルタ（１２）は前記
符号化装置（２３）と共に高周波の電気的エネルギから符号化された狭帯域な信号を生成
する表面弾性波（ＳＷ）装置として構成されていることを特徴とする、符号化された高周
波信号生成のための装置。
【請求項２】
前記構成要素（１１）として、逆降伏において動作するダイオード、バラクタダイオード
、アバランシェ半導体素子またはサイリスタが設けられている、請求項１記載の装置。
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【請求項３】
前記ＳＷ装置は、共振装置として、または遅延線として、あるいは分散もしくはタッピン
グされた遅延線として構成されている、請求項１記載の装置。
【請求項４】
前記符号化装置は、符号化された信号の障害のない伝送のために、パルス圧縮を実施する
ように構成されている、請求項１～３いずれか１項記載の装置。
【請求項５】
符号化された高周波信号を受信装置に送信するためのアンテナ（２４）を有している、請
求項１～４いずれか１項記載の装置。
【発明の詳細な説明】
低周波の電気エネルギ、例えば類似のエネルギ源からの（バッテリ）直流電流エネルギ、
電源周波数電流エネルギなどを用いて高周波エネルギを生成することは公知である。電源
網から給電される高周波発信器やバッテリ駆動式の高周波送信機、たとえば無線機器、移
動電話（ハンディテレホン）、コードレス電話などはさらに広く知られている。そのよう
な機器によっては、コード化されていない高周波信号やコード化ないしは変調されている
高周波信号が多種多様の無線情報伝送のために送信されている。バッテリ駆動の場合には
、太陽エネルギが一次エネルギ源として用いらる場合もある。この場合には太陽エネルギ
用いて再充電可能なバッテリないし蓄電池が十分な照度のもとで再充電されるかないしは
充電状態に維持され得る。
物理的データおよび類似したデータ、測定変数などを遠隔問合せすることも公知である。
この種の遠隔問合せに対する例は、例えば高熱容器の温度を測定してこの容器から離れた
箇所で表示する遠隔サーモメータが挙げられる。純粋に電気的に動作する遠隔サーモメー
タは、それに対して、感温センサと本来の表示装置との間に２心の電気線路を有している
。
またセンサと表示装置との間の接続が無線経路での伝送である、遠隔問合せ装置も公知で
ある。このデータ伝送は、ワイヤレスではあるが、センサの箇所において、すなわち送信
機に対して、電気エネルギ源が必要とされる。
完全にワイヤレスの接続が構築されるべきならば、データ問合せ箇所においては電気的な
バッテリ式エネルギ給電が使用される（それ以外の電気的なソースが得られない限り）。
さらに、次のようなセンサ、すなわちデータの伝送に必要なエネルギが相応に高エネルギ
で広帯域な問合せパルスによって表面波装置内へワイヤレスに入力結合されそこから適切
な信号処理によってパッシブに返信されるようなセンサにおける電気的な給電なしの遠隔
問合せ可能な装置が公知である。しかしながらこの場合、測定量がより正確に求められれ
ば求められるほどあるいはより正確に監視されれば監視されるほど、高エネルギの問合せ
パルスを規則的にかつ頻繁に送信しなければならないことは欠点となる。
本発明の課題は、特殊な作動ケースでそのような送信器に必要な電気エネルギの有利な生
成を実現することである。この特殊な作動ケースとは、比較的短い着目すべき時間間隔に
おいてだけ無線情報の伝送が実施されるケースである。この場合そのつどのそのような時
間間隔の長さは、そのような順次連続した時間間隔の間の休止期間よりも短い。
前記課題は本発明の請求項１の特徴部分に記載された装置によって解決される。本発明の
有利な構成例並びに、符号化された高周波信号の生成のための方法は従属請求項に記載さ
れている。
本発明は有利には次のような考察を基礎としている。すなわち技術的コストの削減とメン
テナンスの最小化の観点から有利な１つの原則を見いだすことである。これはそのつどの
ケース毎に完全に充足された無線情報伝送を、電気的な一次エネルギとは異なるエネルギ
を用いて可能にしている。
本発明の別の有利な実施例は従属請求項に記載されている。
既に前述したように太陽電池による変換のケースでは、これは周知のようにその使用に制
限が加わる。この場合は十分な光の入射に依存し、大抵はエネルギ蓄積要素との接続の中
でしか有意に使用できない。
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本発明は、次のような方向性を有している。すなわち高周波信号（無線信号）生成のため
の本発明による電気エネルギの供給のために、大量に得ることのできるエネルギ（ここで
は周辺環境から得られる一次エネルギと称する）を使用する方向性を有している。
そのような、通常は使用されないような一次エネルギは、機械的な変形エネルギ、例えば
圧力、その他の応力、摩擦力（低温）、熱エネルギ、加速力、放射エネルギ、振動質量等
である。これらの応力に関する限り、本発明ではそれらの時間的グラジエントまたは位置
的グラジエントが使用される。これらのグラジエントはエネルギに対して同等とみなされ
る。
これまでに活用されなかった一次エネルギの例として例えば、電気的スイッチの操作に基
本的に必要とされた圧力/変形エネルギや、空間的または時間的温度グラジエントと共に
得られる例えば加熱体の熱、あるいは振動性の振動質量体（例えば自動車）における加速
エネルギなどがある。さらに、震動、振動、空気の移動なども一次エネルギとして適して
いる。しかしながらこれらの例示は、本発明の限定を意図するものではない。
本発明の集積された原理は実質的に次のようなことからなる。すなわちそのような過程の
エネルギから１つのエネルギ成分を分離させ、この分離成分を所定の低周波の電気的エネ
ルギに変換することである。本発明による最も一般的な形態では、例えば摩擦によって生
じる静電学的に蓄積された電荷の分離ともみなすことができる。低周波としては本発明に
よれば、徐々に上昇する振幅を有する電圧の生成とも理解できる。また本発明によれば、
圧電的または光起電力式の構成要素において生成される電圧も使用できる。
次にステップでは、そのようないわゆる低周波な電気エネルギが高周波の電気エネルギに
変換される。それに対して本発明では、非線形的な特性曲線を有する構成要素（非線形特
性の構成要素）が使用され得る。これに関して本発明の趣旨では次のような構成要素と理
解されたい。すなわちその電気的な特性が印加電圧に依存して所定の限界値から跳躍的に
変化するかまたはある限界値の範囲内で跳躍的に変化する電気的な構成素子（例えばトラ
ンジスタ、ダイオードなど）と理解されたい。そのような構成要素では結果的に急峻なエ
ッジを有する電流パルスが生成される。これは周波数領域においては高周波信号に相応す
る。
このような高周波信号の帯域幅に応じて、場合によってはさらに狭帯域の周波数スペクト
ルをそこからフィルタリングする必要が生じる。しかしながら、既に十分な狭帯域の高周
波信号を生成する、非線形特性の構成要素を適用することも可能である。それにより、高
周波信号の全てのエネルギ成分を活用することが達成される。
本発明のさらなるステップでは、この高周波の電気エネルギが情報を伴って符号化され、
符号化された（狭帯域の）高周波信号として送信される。この符号化は識別化に適するも
のであってもよいし、さらにその他の情報、例えば符号化装置に作用するパラメータの種
類やサイズに関する情報が含まれていてもよい。これらは所定の物理量、例えば温度、応
力、または跳躍的なインピーダンス変化であってもよいし、あるいは化学的または生物学
的パラメータ、例えばガス、蒸気、液体、原料などの濃度や種類、あるいは生物学的生体
、例えばウイルス、遺伝子などの種類であってもよい。
しかしながら送信される符号化された高周波信号は（このエネルギ成分は場合によっては
実施される狭帯域選択のもとで強制的に僅かに抑えられる）、本発明の適用範囲にもかか
わらず十分に大きなものである。この場合の特異的な特徴は、使用可能な一次エネルギか
ら符号化されて生成される高周波信号エネルギへの変換レベルが僅かにも係わらず本発明
の有効利用に係わる問題が何も生じないことである。
これについては補足的に次のことを述べておきたい。すなわち測定上限定的に隔離されて
位置付けされた無線受信ステーションが公知の形式で次のように構成されている、すなわ
ち受信した（符号化された）狭帯域高周波信号の情報を検出できるように構成されている
ことを述べておきたい。これによって無線受信側で問題が生じることはない。なぜならそ
こでは受信機のエネルギ供給が従来の方式、例えば電流網、バッテリなどによって保証さ
れるからである。
本発明のさらなる理解のために、以下では図面とその実施例に基づいて説明を続ける。
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図面
図１は、エネルギ流を示したブロック回路図である。
図２は、基本的な構造を示した図である。
図３は、集積された構造の概略的平面図である。
図４ａとｂは、集積された構造の２つの実施例を側面から示した図である。
実施例
図１のブロック回路図によれば、変換器１０が設けられており、この変換器は、得られた
それぞれのプロセスエネルギを電気エネルギに変換する。例えばそのような変換器１０に
対する例として、圧力/変形エネルギの変換のための圧電素子、熱電体、熱電対、ゼーベ
ック/ペルチエ効果を有する素子、温度グラジエントを有する熱エネルギ変換素子、振動/
加速変化エネルギを低周波の所定の電気エネルギに変換するエレクトロダイナミック系な
いし圧電系等が挙げられる。ソーラーセルも適している。また前記変換器（１０）として
摩擦素子を適用してもよい。これは２つの異なる充電材料の間の摩擦から低周波エネルギ
としての静電電圧を生成する。
所要の電圧の高さは非線形素子に依存し、スパーク区間に対しては数１００Ｖ～１０００
Ｖ、半導体構成素子に対しては数１０Ｖ～２０Ｖ、リレーに対しては数Ｖまでで十分であ
る。
符号１１で示されているのは非線形素子である。これは、間隔をおいて行われる蓄積され
た低周波エネルギから高周波の固有特性をとるエネルギへの遷移経過トリガのための切換
過程との関連のもとで、いわゆる低周波エネルギから高周波エネルギへの変換のために用
いられるものである。例えばそのような非線形素子に対する例として、スパーク区間、ガ
ス放電管等が挙げられる。また例えばバラクタないしアバランシェ効果を有するダイオー
ドやサイリスタ、同等の作用をする半導体素子なども適している。基本的には、低周波電
気エネルギの部分的に僅かな電流の切換のためのスイッチやリレーも適しており、これら
も相応の非線形特性を示す。ここではシリコンマイクロリレーや圧電リードを有するリレ
ーなども挙げられる。
場合によっては付加的なフィルタリング特性を備えた符号化装置１２として、種々多様な
装置が適している。特にこの場合表面弾性波（ＳＷ／ＳＡＷ）、せん断波、表面近傍のバ
ルク波と共に動作する装置が適している。またこれらは共振装置や、場合によっては分散
またはタッピングされた遅延線であってもよい。一般的には電気音響変換器も適している
。同様に誘電性フィルタ、メカニカルフィルタ、同軸セラミックフィルタ、バルクオシレ
ータ、水晶発振器、ＬＣ共振回路フィルタなども適している。そのような電気音響変換器
に対する圧電材料としては特にリチウムニオブ、リチウムタンタル、水晶、Ｌｉ2Ｂ4Ｏ7

、またはランタン－ガリウム－シリコン－酸化物などが適している。
符号化装置としては有利にはパルス圧縮（スペクトル拡散通信方式または広帯域符号化方
式）を備えた電気音響変換器が用いられてもよい。これは符号化された高周波信号の伝送
を許容する。これは特に障害に強く、自然の（高周波）障害や符号化された信号の意図的
な不正な影響からも保護する。これは例えば前記した分散またはタッピングされた遅延線
などである。
この高周波信号は、任意の、無線伝送に対して公知の適した周波数領域あるいは前述した
フィルタまたは符号化装置によって生成可能な周波数領域におかれてもよい（例えば数ｋ
Ｈｚ～数ＧＨｚ）。
以下では具体的に適用可能な本発明の有利な実施形態を説明する。図２による第１の実施
形態は、例えば機器や照明などのスイッチオンのためのスイッチとして使用可能である。
非常に好適な適用例は、手動による照明装置のスイッチオン/オフを行う室内の光スイッ
チである。このスイッチは、配線を全く必要とせず、壁などへ電気ケーブルを敷設する必
要がない。このスイッチがプッシュされた場合には、本発明によれば、高周波信号が送信
され、つまりこのスイッチに外部から電流が供給されることはない。室内のどこかに、例
えばランプの近傍に配置された受信機は、この高周波信号に反応し、当該の照明装置をワ
イヤレスで遠隔制御されながらオン/オフする。図２には、無線信号を伴った本発明によ
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るプロセスエネルギを使用するワイヤレススイッチにおける、本発明の重要な考察を含ん
だ部分の構造が概略的に示されている。変換器１０（従来のプッシュスイッチ）は、プッ
シュ操作Ｐによって作動され、この圧力Ｐが変換器１０の圧電素子に圧電電圧を生じさせ
る。そのような変換器の圧電材料としては電気音響変換器に対して前述した以外のＰＶＤ
Ｆ（ボリ弗化ビニリデン）や強誘電液晶エラストマー（ＦＬＣＥ）等が特に適している。
そのようなスイッチは、高周波信号を生成しトリガを行うアクチュエータとして構成され
ていてもよい。この場合は符号化を用いて周辺パラメータに関する情報が印加されてもよ
い。
高い圧電電圧の生成のためには特に上死点ばねを備えた機械的な操作装置が適している。
このばねは、死点を越えた負荷の際に設定されたプレストレス（機械的）を衝撃的に変換
器に作用させる。
変換器１０は、集積化されたまたは補足的な電気的充電キャパシタンス１０′を含んでい
る。これは生成ないし分離された電荷を、非線形素子のトリガまで蓄積する。それに対し
て圧電または熱電変換器の内部キャパシタンスは十分である。
図示の電流回路では、非線形素子１１として例えばスパーク区間が設けられている。この
区間では、圧電的に生成された電圧が十分な高さに上昇した瞬間に火花放電が生じる。
そのようなスパーク区間は、本発明の作用を充たすべき条件、例えばナノ秒領域で行われ
る高周波エネルギへの変換のための電気的な降伏の条件を充たす。選択的には既に前述し
たような、相応の迅速な降伏特性を備えた他の素子も適用可能である。
このような火花放電の電流は、電流回路を閉成するためにインダクタンス、例えば広帯域
フィルタ２０を通流する。このインダクタンス２０に現われる電圧降下は、表面弾性波フ
ィルタ２１の櫛形構造部２２（変換器電極）を給電する。ここでは公知の形態でメカニカ
ル/アコースティックウェーブが生成される。符号化は、フィルタの入力側および／また
は出力側の櫛形構造部２２の特殊な構成によって行われる。符号化に従って配置される反
射器ストライプのパターン２３が設けられてもよい。その“エコー”が符号化を形成する
。フィルタにおいて空胴が形成されるならば、共振振動が生じ得る。そしてその共振振動
の正確な周波数からは符号化の形成が可能である。フィルタ出力側からは符号化された信
号が得られる。
前記実施例では、櫛形構造部と反射器ストライプの相互作用が周知のように次のことに結
び付く。すなわち図示のアンテナ２４のダイポールに前述した（ここでは構造部２３のコ
ードと共に符号化される）高周波無線信号が生成され、前述した受信機に送信される。反
射遅延線として動作する表面弾性波装置は時間領域で符号化を提供し、共振器として動作
する装置（図示されていない）周波数領域で符号化を提供する。その際符号化を周辺パラ
メータに依存して実施してもよい。
次に本発明の別の実施例を、再び図２に基づいて説明する。熱的なプロセスエネルギを使
用した実施形態では、変換器１０は例えば電極を備えた熱電対体（ピロ素子）である。こ
の実施形態では、矢印Ｐは熱エネルギの供給を表す。本発明による使用では、この熱的一
次エネルギが例えば時間的な温度グラジエントを有する。これは例えばサーモスタット制
御を伴う（例えばルームヒーティングに用いられる）加熱体のもとに存在し、この場合加
熱体の温度変動は、本発明による目的のために全く十分である、数度のケルビン絶対温度
領域で作用する。この実施形態では、変換器１０の加熱と冷却が交互に行われ、このこと
はピロ素子に印加される電圧の大きさと極性の交互変化に結び付く。この非線形素子（こ
こでもこれはスパーク区間であってもよい）は、次のことに作用する。すなわち所定の（
正または負の）電圧変化の達成のもとで火花放電が行われることに作用する。これは、圧
電的実施形態について前述したような過程をトリガする。
これに関する特異的な適用例は、これまでに他のエネルギ供給で動作するそれ自体公知の
、ルームヒーティングシステムの熱消費データの遠隔検出である。本発明の原理による既
に前述した実施形態は、詳細には電気的なエネルギの供給なしで、２重に有利に適用可能
である。この第２の利点は、次のようなことからなる。すなわちそれ自体が基本的に公知
の形式で、表面波素子２１が直接的な温度検出にも利用できることである。表面波変換器
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の狭帯域の高周波出力信号の中間周波数ないし伝播時間は、温度に反応するものであって
もよい。この表面波素子が例えば加熱体と熱的に接続した場合には、本発明の実施形態に
よれば、１つのユニット内で温度の測定のみならず、供給された熱によって、本発明に従
って作用する高周波送信過程のための所要の電気エネルギが生成される。それにより各信
号は温度変化ないしは切換過程を表し、同時に変換器に作用する相応の温度を供給する。
この熱エネルギは、高周波パルスへの変換のみに用いてもよい。但し符号化は、装置周辺
の任意の他の可変のパラメータに依存して行われる。
震動質量体の加速度的に変化する機械的な動きからのプロセスエネルギを使用する実施形
態も、図２に基づいて説明することが可能である。ここでの変換器はこの震動質量体を含
み、矢印Ｐはこの機械的なエネルギの供給を表す。このエネルギ供給は変換器１０に含ま
れている震動質量体の震動を引き起こす。この機械的なエネルギ供給は、連続的な交換エ
ネルギであってもよく一度きりのパルスエネルギであってよい。偏心器を用いることによ
り回転する対象のエネルギを高周波信号に変換することも可能である。これも任意の周辺
パラメータに関する情報をもとに符号化してもよい。振動も震動質量体を用いてあるいは
圧電変換器を用いて検出したりおよび/または変換するのに用いることが可能である。
本発明の適用分野は、多種多様に亘り、例えば機械の運転モードの領域、種々の形式の車
両、例えば鉄道や市電、フォークリフトなどの車両の運転モード領域において、種々の形
態の液状、溶媒状、ガス状、または蒸気状の媒体の監視に用いたり、あるいは生体の監視
に用いることもできる。本発明による装置を備えたそのような対象または生体は、（電気
的なバッテリを必要とすることなく）本発明によって、時間間隔の中で連続的に（それが
動いている限り）符号化された高周波信号を送信することができる。このことは次のよう
なことに用いることも可能である。すなわち、それぞれの対象または生体における個々の
/種々異なる符号化された高周波信号に基づいて、これらを遠くから相互に区別したり、
同時にそれらの加速データまたは移動データ、温度またはその他の状態を検出するのに用
いることができる。生体のもとでは例えば、野生動物や子供、その他の要監視人物などの
活動が自動的に検出されてもよい。その際ここにおいてもそれらの活動に関する所定の限
界値が設定される。この場合は符号化された信号がその限界値の上回りあるいは下回りに
よってトリガされたり送信されたりしてもよい。
本発明による装置は、所定の限界的な負荷（例えば熱的負荷か機械的な負荷）の自動検出
に用いることもできる。この場合は当該の限界的な負荷に達した時に高周波信号が生成さ
れ、これがワイヤレスで受信ステーションないし監視装置に転送される。それにより、簡
単でかつ必要に応じて活動化される、物理量の監視が可能となる。限界的負荷のレベルは
、非線形素子または変換器の応答点によって与えられるかまたは可変に設定され得る。機
械的な限界負荷は、付加的なバイアスばねによって設定されてもよい。これにより、変換
器の応答がバイアス応力に到達して初めて可能となる。それに伴い自動的な重量コントロ
ールも実現できる。所定の重量を上回るかまたは下回った場合には、この情報が自動的に
符号化された信号を介して受信器ないし伝送装置に送信される。重量変化ももちろん検出
可能である。それにより、本発明による装置は盗難監視のためにも用いることも可能であ
る。
図３と図４には、集積されて構成された熱測定器として使用可能な本発明による装置の構
成が示されている。符号１０１は、（例えば１ｃｍ2以上の）熱電特性を備えた扁平状の
基板である。例えばこれはチタン酸バリウム、ジルコン酸チタン酸鉛などからのセラミッ
クであってもよいし、あるいはニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウムなどの単結晶材料
からなっていてもよい。２つの小板表面には２つの平面電極４１，４２が設けられており
、それらの電極からは発生した熱電電圧がピックアップ可能である。
基板１０１状には図４ｂによる第２の変化例では熱電小板１１０、例えば接着されて配設
される。これはさらに以下で表面弾性は装置におよびさらなる機能に用いられる。最適化
された実施形態は図４ａに示された変化実施例である。この場合この熱電小板１１０が基
板１０１の集積化された領域である。前提となるのは、基板１０１の熱電材料がその他に
も少なくともこの領域において圧電特性を有していることである（そして表面弾性波装置
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に対しても適している）。これはニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウムなどのような（
単結晶材料）場合である。
完全性の理由から次のことを示唆しておく。すなわち図４ｂの変化例の原理に対しては圧
電小板１１０が電気的にのみ接続され、位置的には小板形状基板１０１から分離されて位
置付けされてもよい。例えば小板１１０は基板１０１から熱的に絶縁されていてもよい。
そのような変化例の場合でも、本発明による、熱エネルギから高周波信号への変換原理は
完全に機能する。表面波装置における熱電体１０１と圧電小板１１０の間の熱結合の利点
は、それに結び付くその都度の温度値の測定の可能性に関連して以下でさらに説明する。
それに関して表面波装置に対する基板１０１および小板１１０として、集積化された一体
型小板の適用、すなわちタンタル酸リチウム、ニオブ酸リチウムなどの単結晶材料からの
適用は、本発明では特に意味がある。
図４ａとｂに示されているように、基板１０１の裏側（下方側）は有利には完全に扁平に
例えばアルミニウム４２によって金属化されている。基板１０１の対向する上部側はこの
図４ｂの変化例では有利には全く扁平に金属化されている（４１）。図４のａによる変化
例では、基板１０１部分（これは圧電小板１１０として機能するように設けられている）
が上方の金属化部において省かれている（これはこの省かれている面においてさらに以下
で説明するような構造部を位置付けするためである）。図４ｂの変化例では、この構造部
が別個の小板１１０上に配設されている。小板１１０がいずれにせよ所要のボンディング
ワイヤによって基板１０１に固定されている場合には、基板１０１と小板１１０の間の機
械/熱緊張の減結合が図られる。
符号１３および１４は、スパーク区間に対するそれぞれ１つの電極であり、これらの先端
は図示のように相互に対峙している。火花電極１３は、金属化部４１と電気的に接続され
ている。火花電極１４は、対向電極として電気的に金属化部１５と接続されている。この
金属化部１５は線路と以下でさらに詳細する誘導コイル１９を介してアース端子１８に接
続されている。これも基板１０１の裏側の金属化部４２に接続されている。２つの電極４
１と４２の間に熱電的電圧が生じた場合には、これらは火花電極１３と１４の間に現れ、
このスパーク区間の非線形の点弧特性に基づいて火花放電が、火花電極１３、１４の所定
の幾何学形状によって定まる累積熱電電圧値以上から生じる。前記誘導コイル１９は、直
流ライン/ローパスフィルタである。このコイルは有利には、小板１１０表面に導体スト
リップとして被着された、曲折した構造またはらせん形の構造を有している。
特に図４ａに基づいて前述してきた本発明による装置は、温度も同時に測定することがで
きる。基板１０１とそれに部分的に機能的に含まれる小板１１０は、熱源といずれにせよ
熱電効果のために熱的に結合される。すなわち表面波構造部２２/２３の領域１１０は本
発明による装置によって測定されるべき加熱体の温度を受け取る。
ＳＷ構成要素は温度に依存する高周波信号を生成する。すなわち発信される符号化された
信号は、小板（およびそれに伴う加熱体）の目下の温度の情報を含む。受け取る箇所にお
いて、ないしは受信ユニット、評価ユニットにおいて、このように送信された信号波から
は加熱体温度を、符号化された信号から求めることができる。このことを第２の変化実施
例においても得るために、この場合の小板１１０は熱源（加熱体など）に対して別個に熱
結合されている。
電極１３および１４の火花区間の相応の選定および当該装置の熱源（加熱体）との熱コン
タクトの相応の選定、つまり熱電基板１０における熱伝導の相応の選定によって、順次連
続する火花放電の所定の時間シーケンスが選択ないし設定され得る。それによりアンテナ
２４から発信される信号のタイミングが与えられる。中央の受信ステーションは、そのよ
うな多くの測定ポイント、つまり種々の測定ポイントの入力信号を検出しなければならな
いので、個々の測定ポイントの信号送信を時間的に対応付けることが重要である。実際に
は、個々の測定ポイントからマイクロ秒だけの送信パルスが中央ステーションによって受
信されることもある。すなわち時間的なパルス間隔に対する送信パルスのタイミングレシ
オが極端に短い。それ故にこのようなタイプの２つの異なる測定ポイントからの送信の一
致はまずなくなり、不必要なエレクトロスモッグは生じない。
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本発明では、特にＳＷ構成要素上の反射器構造部２３のパターンでもって符号化が行われ
る。可能なコードの種類は、そのようなストリップパターンからも公知のように著しく多
い。本発明による装置によれば、個々のそのような測定装置の識別が中央ステーションに
よって問題なく行われる。
それにより本発明による装置は、最小の基板面１０１に集積化させることが可能である。
それによりこれは扱いが容易となり、様々な困難な箇所にも問題なく配置することができ
る。集積化された構造様式によって、装置自体も低コストで製造することができる。ここ
では熱測定器として実施されている例は、相応の圧電素子やその他のセラミック変換器、
または半導体からなる変換器１０に、使用される一次エネルギのために問題なく伝送可能
である。
本発明による装置と共に動作するシステムには、既に前述した信号評価部を備えた多重の
無線受信ステーションが所属する。このシステム内部では、当該装置と受信ステーション
の間でワイヤコネクションが必要とされない。さらに当該装置自体は外部からの電気エネ
ルギの供給を、自身でのバッテリの有無にかかわらず必要としない。しかしながら特別な
ケースでは、本発明によってもたらされる装置が充電可能なバッテリを含む。しかしなが
ら（外部からのエネルギ供給なしで）本発明によって生成される、ここでは所定の低周波
の電気的エネルギはタイムシーケンス中に常に再充電される。それによって得られるこの
装置の自律は本発明の完全な使用に基づいている。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４ａ】

【図４ｂ】
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